
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 7 行政改革推進事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 企画政策課 課長名 近藤　健
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年１月から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市行政改革推進委員会設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

　本市の行政改革の基本的な方針である「行政改革大 　行政改革大綱に基づき作成されたアクションプラン
綱」に基づき、効果的で効率的な行政運営をするため の個別取組事項について、具体的な目標を掲げ、着実
、行政改革を推進する。 な取組の推進を図っている。また、毎年度その取組状
 況を公表している。
「ＳＤＧｓの取り組み：16」 　行政改革を進めるため「市を取り巻く社会経済情勢

の変化」への対応、「健全な行財政の運営」に取り組
む必要がある。
 

行政改革推進本部会議を開催（２回）・行政改革推進委員会を開催（２回）

令

R5年度に実施した具

和

体的な ①各会議におい

 

て、行政改革の取組の

6

進捗状況確認及び受益

年

者負担の見直しを審議

度

事業の方法、手順、指

（

標に対す ②結果をホー

5

ムページや広報誌など

年

で公表
る成果等

事務事

度

業を取り巻く状況は過

実

去と比べ変化している

施

か (1)活動指標（事

分

務事業の活動量を表す

）

指標）

行財政の合理化

事

、効率化はどの自治体

務

においても課題であ 名

事

称 単位
る。ICTを活

業

用した行政改革の手段

目

が考えられるようにな

的

① 行政改革取組項目 件

評

変 化
った。 ② 行政改

価

革推進委員会開催数 回

表

内 容

対象(この事業

様

の対象、範囲となる人

式

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

-

指標）

全事務事業 名称

1

単位
① 事務事業数 事業

記

②
目的(この事業によ

入

って上記対象をどのよ

日

うな状態にしたいのか

令

) (3)成果指標（目

和

的の達成度を示す指標

0

）

事務事業について、

6

最少の経費で最大の効

年

果が発揮できるように

0

名称 単位
見直しを行い

5

、毎年度の効果額を図

月

る。 ① 行政改革の取組

2

達成率 ％
②

結果(上位

3

基本事業の意図) (4

日

)結果の成果指標（上

１

位基本事業の成果指標

事

）

効率的な事務事業に

務

よる市民サービスの向

事

上や一般会計における

業

名称 単位
事業費の縮減

の

① 行政改革による効果

現

額 千円
②

事務事業の各

状

種指標の実績と見込及

　

び目標

R4年度 R5年

Ｐ

度 R5年度 R6年度 R

Ｌ

7年度 R8年度 R9年

Ａ

度
指標 ＼ 年度 単位

Ｎ

実績値 計画値 実績値 計

及

画値 目標値 目標値 目標

び

値
(1)の ① 件 43 4

Ｄ

3 43 43 43 43 4

Ｏ

3
活動指標 ② 回 3 2 2

事

1 3 3 2
(2)の ① 事

務

業 440 440 388

事

382 380 380 3

業

80
対象指標 ②
(3)

名

の ① ％ 63 65 62.

N

3 65 65 65 65
成

o

果指標 ②
(4)の結果

.

の ① 千円 62,468

7

20,000 69,4

行

19 20,000 20

政

,000 20,000

改

20,000
成果指標

革

②
予算費目 会計 01 

推

一般会計 款 02 項 01

進

目 07

コスト 年度 R4

事

年度 R5年度 R5年度

務

R6年度 R7年度 R8

政

年度 R9年度
実績値 計

策

画値 実績値 計画値 目標

こ

値 目標値 目標値
事業費

の

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 170 232 15

務

0 146 224 224

事

224

財
源
内
訳

 国庫

業

支出金 千円 0 0 0 0 0

施

0 0
 県支出金 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 地方債

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

位

その他 千円 0 0 0 0 0

置

0 0
 一般財源 千円 1

基

70 232 150 14

本

6 224 224 224

事

人件費Ｂ 千円 5,80

業

8 6,776 4,64

主

6.4 4,646.4

管

4,646.4 4,6

課

46.4 4,646.

名

4
正職員従事時間×人

課

数 時間×人 330× 5

長

385× 5 264× 5

名

264× 5 264× 5

こ

264× 5 264× 5

の

正職員以外の人件費 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
その

務

他の費用Ｃ 千円 505

事

505 601 601 6

業

01 601 601
トー

の

タルコストA+B+C

開

千円 6,483 7,5

始

13 5,397.4 5

時

,393.4 5,47

期

1.4 5,471.4

事

5,471.4
単位あ

務

たりコスト ① 千円/事

区

業 14.7 17.1 1

分

3.9 14.1 14.

法

4 14.4 14.4
（

定

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

受

)の対象指標）② 千円

託

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ため、計画年度内で
に

業

伴い、対象を見直す（

名

拡
その理由 も事業の追

N

加の検討が必要である

o

。
大・縮小）必要はあ

.

りませ
□ ない

んか？

高

7

齢化により扶助費など

行

の義務的経費の増加が

政

避けられず、継続的に

改

事業進展等による環境

革

変化 □ ある
「健全な行

推

財政運営」に取り組む

進

必要があるため。
に伴

事

い、目的を見直す（目

務

その理由
的の追加・拡

２

充又は絞込）

必要はあ

評

りませんか？ ■ ない

有

価

効
性

ICTの推進やA

　

Iの導入等、事業費を

Ｃ

縮減できるものについ

Ｈ

ては積極的に導入す
今

Ｅ

以上に事業の成果を向

Ｃ

上
る必要がある。

させ

Ｋ

る方法を記入して下さ

目

い。 内　容
※(3)の

的

成果指標を向上させる

妥

　ことはできますか？

当

各課において事業を実

性

施し、69,419千

こ

円の効果額を計上する

の

ことができた。
目的達

事

成状況 内　容  
 
□民

業

間への一部委託 □民間

の

への全部委託
市関与の

必

必要性 □指定管理 □補

要

助金・負担金助成 ■市

性

の直営
内　容

　（実施

は

手法） みよし市の行政

薄

運営を進めている職員

れ

が実施することがふさ

て

わしい。

効
率
性

行政改

得

革大綱やアクションプ

ら

ランを策定することで

れ

、行政改革の方向性を

て

示し
事務事業の統廃合

い

により、
ているので、

る

統合や廃止することは

い

できない。
事業の効率

ま

化を図り、成果
内　容

せ

を向上させる方法を記

ん

入し

て下さい。

「行政

か

改革アクションプラン

。

」として、43の取組

十

項目を設定しているが

分

、取組
現状より事業費

な

・人件費を
項目の数を

成

必要なものだけに絞り

果

、数を検討をする必要

が

がある。
削減する方法

理

を記入して下

さい。（

　

仕様の変更、外部 内　

由

容
委託、従事時間の削

得

減等は

できないか？)

ら

公
平
性

直接的な受益者

れ

はいない。
□ ある □ 現

て

状で適正
受益者負担は

い

ありますか？

また、受

ま

益者負担割合は適 □ な

す

い □ 検討が必要 内　容

か

正ですか？
■ 受益者が

？

いない

３
改
革
改
善
案
　

得

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

行政改革

ら

の取組目標は数値目標

れ

が設 数値目標が設定さ

て

れている項目につ
事業

い

実施上の課題、住 定で

な

きるものだけではない

い

ため、そ いては、達成

事

できるように事業を推

業

民・議会等からの意見

進

意　見 れらの成果を検

展

証することが困難で 対

等

応策 進する。それ以外

に

の取組については
と対

よ

応策 ある。 、きめ細や

る

かな対応や効果的なサ

環

ー
ビスを提供できるよ

境

うにする。
受益者負担

変

の見直しを行った。 「

化

第８次行政改革大綱」

あ

の策定の準
R6年度の

る

事業計画は前 変　更
備

に

を行う。
年度から変更

伴

・追加は 前年度 ・
ある

い

か 追　加

今後の事業・

、

コスト・成果の方向性

対

今後の事業の方向性、

象

改革・改善案
※今年度

を

からの具体的な事業の

見

進め方、手段の見直し

直

等、各方向性の内容

　

す

　　　　　　　　□　

（

拡大 　職員一人ひとり

拡

が、市民の視点に立ち

そ

、コスト意識
　　　　

の

　　　　　□　改善 と

理

成果志向に撤して職務

由

を遂行する風土を醸成

大

し、職
　　　　　　　

・

　　■　現状維持 員の

縮

意識改革を高める。
　

小

　　　　　　　　□　

）

縮小
　　　　　　　　

必

　□　統合
　　　　　

要

　　　　□　完了
　　

は

　　　　　　　□　廃

あ

止・休止
コストの方向

り

性
　　　　　　　　　

ま

↑　増加
成果の方向性

せ

　　　　　　　　　→

な

　維持

2

い
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 7 行政改革推進事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政改革大綱及び行政改革アクションプランを策定し、行政
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

改革の方針を打ち出すことで、事業費の削減を含め、事務事
いませんか。十分な成果が 理　由

業を効果的に推進することができている。
得られていますか？ □ 得られてい

様

ない

行政改革大綱及び

式

行政改革アクションプ

1

ランを５年計画で推進

-

してい
事業進展等によ

2

る環境変化
■ ある るが

事

、社会情勢の変化にス

務

ピーディーに対応する



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年11月12日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 8 行政評価システム事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 企画政策課 課長名 近藤　健
この事務事業の開始時期 平成14(2002)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市行政評価実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

　行政評価実施要綱に定める実施方針に基づき、事務 　行政運営の透明性が求められる中、限られた予算と
事業評価や施策評価を実施することにより、Plan(計 人員で、事業を効果的かつ効率的に実施するには、事
画)－Do(実施)－Check(評価)－Action(改善)のマネジ 業の必要性や目的を明確にして、その事業の優先度等
メントサイクルを確立し、効果的・効率的で安定した を客観的に判断し、重点化及び合理化を進めていく必
行財政運営を推進する。 要がある。
「ＳＤＧｓの取り組み：16,17」 　毎年度、行政評価アンケ

令

ートを実施し、市民ニ

和

ーズ
を把握するととも

 

に協働によるまちづく

6

りの達成をめ
ざす。

・

年

事務事業評価は、担当

度

課長による一次評価、

（

行政評価推進会議及び

5

行政評価委員
R5年度

年

に実施した具体的な 会

度

による二次評価、行政

実

評価施策評価会議によ

施

る三次評価を実施した

分

。
事業の方法、手順、

）

指標に対す ・施策評価

事

は、施策主管次長によ

務

り施策評価シートを作

事

成し、行政評価施策評

業

価会
る成果等 議におい

目

て評価を実施した。
・

的

行政評価アンケートは

評

、市民2,000人を

価

対象として実施した。

表

事務事業を取り巻く状

様

況は過去と比べ変化し

式

ているか (1)活動指

1

標（事務事業の活動量

-

を表す指標）

対象に変

1

化がないため継続して

記

実施 名称 単位
① 行政評

入

価アンケート配布人数

日

人
変 化

②
内 容

対象

令

(この事業の対象、範

和

囲となる人、物) (2

0

)対象指標（対象の大

6

きさを表す指標）

評価

年

対象事務事業 名称 単位

1

① 評価対象事務事業数

1

事業
②

目的(この事業

月

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

2

のか) (3)成果指標

日

（目的の達成度を示す

１

指標）

効果的・効率的

事

に事務事業を推進する

務

ため、施策の方向性を

事

勘案 名称 単位
し、今後

業

の事業の方向性につい

の

て、見直し（拡大・改

現

善等）や廃 ① 事務事業

状

の見直し、廃止・休止

　

する割合 ％
止・休止を

Ｐ

含めて評価する ②

結果

Ｌ

(上位基本事業の意図

Ａ

) (4)結果の成果指

Ｎ

標（上位基本事業の成

及

果指標）

行政評価を実

び

施し、評価結果を市民

Ｄ

に広く公表する 名称 単

Ｏ

位
① 行政評価に関する

事

取組の市民満足度割合

務

％
②

事務事業の各種指

事

標の実績と見込及び目

業

標

R4年度 R5年度 R

名

5年度 R6年度 R7年

N

度 R8年度 R9年度
指

o

標 ＼ 年度 単位
実績

.

値 計画値 実績値 計画値

8

目標値 目標値 目標値
(

行

1)の ① 人 2,500

政

2,000 2,000

評

2,000 2,000

価

2,000 2,500

シ

活動指標 ②
(2)の ①

ス

事業 440 440 38

テ

8 382 380 380

ム

380
対象指標 ②
(3

事

)の ① ％ 17 15 16

業

.5 15 15 15 15

政

成果指標 ②
(4)の結

策

果の ① ％ 62.9 63

こ

76.9 63 63 63

の

63
成果指標 ②

予算費

事

目 会計 01 一般会計

務

款 02 項 01 目 07

コ

事

スト 年度 R4年度 R5

業

年度 R5年度 R6年度

施

R7年度 R8年度 R9

策

年度
実績値 計画値 実績

の

値 計画値 目標値 目標値

位

目標値
事業費(決算又

置

は予算額)Ａ 単位 13

基

4 572 509 604

本

604 135 604

財

事

源
内
訳

 国庫支出金 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

主

支出金 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
 地方債 千円 0 0

課

0 0 0 0 0
 その他 千

名

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

課

般財源 千円 134 57

長

2 509 604 604

名

135 604
人件費Ｂ

こ

千円 4,327.2 5

の

,050 3,494.

事

2 3,494.2 3,

務

494.2 3,494

事

.2 3,494.2
正

業

職員従事時間×人数 時

の

間×人 202× 6 28

開

0× 5 187× 5 18

始

7× 5 187× 5 18

時

7× 5 187× 5
正職

期

員以外の人件費 千円 6

事

1 122 203 203

務

203 203 203
そ

区

の他の費用Ｃ 千円 12

分

1 121 295 295

法

295 295 295
ト

定

ータルコストA+B+

受

C 千円 4,582.2

託

5,743 4,298

事

.2 4,393.2 4

務

,393.2 3,92

自

4.2 4,393.2

治

単位あたりコスト ① 千

事

円/事業 10.4 13

務

.1 11.1 11.5

こ

11.6 10.3 11

の

.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

務

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

事

0

1

業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

的・効率的で安定した

業

行財政運営を推進する

名

という目的に変化は
事

N

業進展等による環境変

o

化 □ ある
ない。

に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

8

の理由
的の追加・拡充

行

又は絞込）

必要はあり

政

ませんか？ ■ ない

有
効

評

性

行政評価実施の際に

価

添付する資料を、誰が

シ

見てもわかるようなも

ス

のにすること
今以上に

テ

事業の成果を向上
で、

ム

職員一人ひとりの理解

事

度を高め、安易に現状

業

維持とするのではなく

２

積極的
させる方法を記

評

入して下さ
に評価を実

価

施していく。
い。 内　

　

容
※(3)の成果指標

Ｃ

を向上させる

　ことは

Ｈ

できますか？

各事務事

Ｅ

業について段階的に評

Ｃ

価を行い、統合や廃止

Ｋ

・休止などの見直しを

目

す
目的達成状況 内　容

的

ることができた。

□民

妥

間への一部委託 □民間

当

への全部委託
市関与の

性

必要性 □指定管理 □補

こ

助金・負担金助成 ■市

の

の直営
内　容

　（実施

事

手法） 事務事業及び施

業

策の評価は、事業の主

の

体である市が実施する

必

ことが必要と考え
るた

要

め。

効
率
性

類似事業が

性

なく統廃合できない。

は

評価方法を工夫・改善

薄

していく。
事務事業の

れ

統廃合により、

事業の

て

効率化を図り、成果
内

得

　容
を向上させる方法

ら

を記入し

て下さい。

行

れ

政評価システム全体の

て

見直しを実施し、評価

い

対象事業の縮小や評価

る

方法を工
現状より事業

い

費・人件費を
夫・改善

ま

する。
削減する方法を

せ

記入して下

さい。（仕

ん

様の変更、外部 内　容

か

委託、従事時間の削減

。

等は

できないか？)

公

十

平
性

直接的な受益者は

分

いない。
□ ある □ 現状

な

で適正
受益者負担はあ

成

りますか？

また、受益

果

者負担割合は適 □ ない

が

□ 検討が必要 内　容
正

理

ですか？
■ 受益者がい

　

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

由

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業の透明

得

性や説明責任を確保す

ら

る 評価対象事業の再検

れ

討や評価の効率
事業実

て

施上の課題、住 ため、

い

評価に十分に時間を割

ま

く必要 性を確保する。

す

民・議会等からの意見

か

意　見 があるが、事業

？

数の多い担当課の負 対

得

応策
と対応策 担が大き

ら

い。

事務事業評価、施

れ

策評価、行政評価 継続

て

して実施する必要があ

い

るため、
R6年度の事

な

業計画は前 変　更
アン

い

ケート（対象：2,0

事

00人）を実 前年度と

業

同様・同規模で実施す

進

る。
年度から変更・追

展

加は 前年度 ・
施した。

等

あるか 追　加

今後の事

に

業・コスト・成果の方

よ

向性 今後の事業の方向

る

性、改革・改善案
※今

環

年度からの具体的な事

境

業の進め方、手段の見

変

直し等、各方向性の内

化

容

　　　　　　　　　

あ

□　拡大 　効果的・効

る

率的で安定した行財政

に

運営を推進するた
　　

伴

　　　　　　　■　改

い

善 め、今後も継続して

、

事業を実施する。
　　

対

　　　　　　　□　現

象

状維持 　評価対象事業

を

や様式等については、

見

簡素化できるよ
　　　

直

　　　　　　□　縮小

す

うに検討していく。
　

（

　　　　　　　　□　

拡

統合
　　　　　　　　

そ

　□　完了
　　　　　

の

　　　　□　廃止・休

理

止
コストの方向性
　　

由

　　　　　　　→　維

大

持
成果の方向性
　　　

・

　　　　　　→　維持

縮

2

小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 8 行政評価システム事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

限られた資源（財源・人材）を効果的かつ効率的に配分する
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ため必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の内容によっては、評価することにそぐわない事業もあるため、
事

様

業進展等による環境変

式

化
■ ある 評価対象事業

1

の縮小を検討する必要

-

がある。
に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
□ ない

んか？

効果



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年12月25日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 21 電子自治体基盤管理事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 デジタル化推進室 課長名 田中　裕
この事務事業の開始時期 平成１５(2003)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地方公共団体間相互のコミュニケーションの円滑化、 内部事務処理を効率的に行うためのシステムであり必
情報の共有による情報の高度利用等を図ることにより 要不可欠である。
、各地方公共団体と国の各省庁等、市民との間の情報
交換手段の確保のための基盤とすることを目的として
運営する総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）及び庁
内ネットワークを安定的に運用する。
 
ＳＤＧｓの取組：9,16,17

・システムの賃借及び保守契約の締結をした。
R5年度に実施した具体的な ・システムの定期的な更新をした。
事業の方法、手順、指標に対す ・シス

令

テムのトラブル対処を

和

した。
る成果等

事務事

 

業を取り巻く状況は過

6

去と比べ変化している

年

か (1)活動指標（事

度

務事業の活動量を表す

（

指標）

ＬＧＷＡＮサー

5

ビスの多様化に伴う環

年

境変化。 名称 単位
① 支

度

援回数 回
変 化

②
内 

実

容

対象(この事業の対

施

象、範囲となる人、物

分

) (2)対象指標（対

）

象の大きさを表す指標

事

）

職員 名称 単位
① 職員

務

数 人
②

目的(この事業

事

によって上記対象をど

業

のような状態にしたい

目

のか) (3)成果指標

的

（目的の達成度を示す

評

指標）

職場環境の改善

価

、効率化する 名称 単位

表

① 利用不可件数（人数

様

） 件
②

結果(上位基本

式

事業の意図) (4)結

1

果の成果指標（上位基

-

本事業の成果指標）

イ

1

ンターネットを介して

記

各種の申請・届出及び

入

予約をしてもらう 名称

日

単位
① 電子申請及び電

令

子届出を受けた件数 件

和

②

事務事業の各種指標

0

の実績と見込及び目標

6

R4年度 R5年度 R5

年

年度 R6年度 R7年度

1

R8年度 R9年度
指標

2

 ＼ 年度 単位
実績値

月

計画値 実績値 計画値 目

2

標値 目標値 目標値
(1

5

)の ① 回 6 6 4 6 6 6

日

6
活動指標 ②
(2)の

１

① 人 458 458 45

事

8 458 458 458

務

458
対象指標 ②
(3

事

)の ① 件 0 0 0 0 0 0

業

0
成果指標 ②

(4)の

の

結果の ① 件 23,23

現

0 24,000 29,

状

457 32,000 3

　

5,000 38,00

Ｐ

0 41,000
成果指

Ｌ

標 ②
予算費目 会計 01

Ａ

 一般会計 款 02 項 0

Ｎ

1 目 11

コスト 年度 R

及

4年度 R5年度 R5年

び

度 R6年度 R7年度 R

Ｄ

8年度 R9年度
実績値

Ｏ

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
事業

務

費(決算又は予算額)

事

Ａ 単位 28,660 2

業

9,429 26,59

名

1 31,793 28,

N

116 42,104 3

o

1,450

財
源
内
訳

 

.

国庫支出金 千円 0 0 0

2

3,876 0 0 0
 県

1

支出金 千円 0 0 0 0 0

電

0 0
 地方債 千円 0 0

子

0 0 0 0 0
 その他 千

自

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

治

般財源 千円 28,66

体

0 29,429 26,

基

591 27,917 2

盤

8,116 42,10

管

4 31,450
人件費

理

Ｂ 千円 3,942.4

事

3,942.4 3,2

業

38.4 2,992 2

政

,992 2,992 2

策

,992
正職員従事時

こ

間×人数 時間×人 28

の

0× 4 280× 4 23

事

0× 4 170× 5 17

務

0× 5 170× 5 17

事

0× 5
正職員以外の人

業

件費 千円 0 0 0 0 0 0

施

0
その他の費用Ｃ 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
トータ

の

ルコストA+B+C 千

位

円 32,602.4 3

置

3,371.4 29,

基

829.4 34,78

本

5 31,108 45,

事

096 34,442
単

業

位あたりコスト ① 千円

主

/人 71.2 72.9

管

65.1 75.9 67

課

.9 98.5 75.2

名

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

課

2)の対象指標）② 千

長

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

■ ない
んか？

各業務に

業

おけるＬＧＷＡＮを用

名

いたサービス提供が進

N

むことが想定さ
事業進

o

展等による環境変化 □

.

ある
れるが、目的は変

2

化しない。
に伴い、目

1

的を見直す（目
その理

電

由
的の追加・拡充又は

子

絞込）

必要はありませ

自

んか？ ■ ない

有
効
性

イ

治

ンフラ管理のため困難

体

。
今以上に事業の成果

基

を向上

させる方法を記

盤

入して下さ

い。 内　容

管

※(3)の成果指標を

理

向上させる

　ことはで

事

きますか？

総合行政ネ

業

ットワーク（ＬＧＷＡ

２

Ｎ）及び庁内ネットワ

評

ークを安定的に運用し

価

目的達成状況 内　容 た

　

。

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｈ

関与の必要性 □指定管

Ｅ

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｋ

（実施手法） なし

効
率

目

性

事業内容を鑑みると

的

、統廃合による事業の

妥

効率化又は成果の向上

当

は難しい。
事務事業の

性

統廃合により、

事業の

こ

効率化を図り、成果
内

の

　容
を向上させる方法

事

を記入し

て下さい。

事

業

務内容を鑑みると、削

の

減は難しい。
現状より

必

事業費・人件費を

削減

要

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

は

外部 内　容
委託、従事

薄

時間の削減等は

できな

れ

いか？)

公
平
性

直接的

て

な受益者がいない。
□

得

ある □ 現状で適正
受益

ら

者負担はありますか？

れ

また、受益者負担割合

て

は適 □ ない □ 検討が必

い

要 内　容
正ですか？

■

る

受益者がいない

３
改
革

い

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ま

庁内ネットワーク環境

せ

を日々安定的 時代に応

ん

じて庁内ネットワーク

か

のあ
事業実施上の課題

。

、住 に稼働させ、その

十

機能を十分に発揮 り方

分

を見直し、最新技術を

な

導入しつ
民・議会等か

成

らの意見 意　見 できる

果

よう常に良好な状態に

が

維持し 対応策 つセキュ

理

リティの向上を担保し

　

たネ
と対応策 、有効か

由

つ安全に情報通信技術

得

を活 ットワークを構築

ら

する必要がある。
用し

れ

ていく必要がある。
・

て

システムの賃借及び保

い

守契約の締 自治体中間

ま

サーバ更改の自治体負

す

担
R6年度の事業計画

か

は前 変　更
結をした。

？

に対して国費措置が実

得

施される。
年度から変

ら

更・追加は 前年度 ・
・

れ

システムの定期的な更

て

新をした。
あるか 追　

い

加
・システムのトラブ

な

ル対処をした。

今後の

い

事業・コスト・成果の

事

方向性 今後の事業の方

業

向性、改革・改善案
※

進

今年度からの具体的な

展

事業の進め方、手段の

等

見直し等、各方向性の

に

内容

　　　　　　　　

よ

　□　拡大 令和7（2

る

025）年度から運用

環

開始するガバメントク

境

ラ
　　　　　　　　　

変

□　改善 ウドへの接続

化

回線分の増額が見込ま

あ

れる。
　　　　　　　

る

　　■　現状維持
　　

に

　　　　　　　□　縮

伴

小
　　　　　　　　　

い

□　統合
　　　　　　

、

　　　□　完了
　　　

対

　　　　　　□　廃止

象

・休止
コストの方向性

を

　　　　　　　　　↓

見

　減少
成果の方向性
　

直

　　　　　　　　↑　

す

増加

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 21 電子自治体基盤管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

マイナンバー制度の更なる充実のため、ＬＧＷＡＮを利用し
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

たサービスが多様化している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

各業務におけるＬＧＷＡＮを用いたサービス提供

様

が進むことが想定さ
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある れるが、対象

-

となる職員は変化しな

2

い。
に伴い、対象を見

事

直す（拡
その理由

大・

務

縮小）必要はありませ



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 327 庁内統合型ＧＩＳ整備事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 都市計画課 課長名 原田　恭光
この事務事業の開始時期 平成17(2005)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地理空間情報活用推進基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

統合型ＧＩＳの活用により、質の高い行政サービスの 統合型ＧＩＳにより、各課が有する地図情報を全庁的
実現、業務の効率化・高度化、新たな地図利用業務へ に共有し、効率的・効果的に利用している。
の展開や共有データの広域的活用を実現させる。
 
「SDGsの取組：9,16,17」

機器の更新と航空写真、地番図、住宅地図などの地図情報の更新を実施した。
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を

令

表す指標）

官民データ

和

活用基本法の制定によ

 

り、市民が容易に地図

6

情 名称 単位
報を利用で

年

きるようにすることが

度

求められている。 ① 研

（

究会の開催回数 回
変 

5

化
②

内 容

対象(この

年

事業の対象、範囲とな

度

る人、物) (2)対象

実

指標（対象の大きさを

施

表す指標）

ＧＩＳ利用

分

対象職員 名称 単位
① Ｇ

）

ＩＳ利用対象職員数 人

事

②
目的(この事業によ

務

って上記対象をどのよ

事

うな状態にしたいのか

業

) (3)成果指標（目

目

的の達成度を示す指標

的

）

業務で地理情報を効

評

率的に活用する。 名称

価

単位
① 1日あたりの利

表

用回数 回
②

結果(上位

様

基本事業の意図) (4

式

)結果の成果指標（上

1

位基本事業の成果指標

-

）

行政情報を適正に管

1

理し、事務の効率化を

記

図るとともに積極的に

入

名称 単位
情報を公開し

日

、市政に関心を深めて

令

もらい、市民にまちづ

和

くりに ① ホームページ

0

のアクセス件数 件
参加

6

してもらう。 ②

事務事

年

業の各種指標の実績と

0

見込及び目標

R4年度

5

R5年度 R5年度 R6

月

年度 R7年度 R8年度

2

R9年度
指標 ＼ 年

3

度 単位
実績値 計画値 実

日

績値 計画値 目標値 目標

１

値 目標値
(1)の ① 回

事

0 1 0 1 1 1 1
活動指

務

標 ②
(2)の ① 人 40

事

0 400 400 400

業

400 400 400
対

の

象指標 ②
(3)の ① 回

現

39 46 42 47 48

状

49 50
成果指標 ②

(

　

4)の結果の ① 件 1,

Ｐ

554,123 1,5

Ｌ

60,000 1,43

Ａ

9,266 1,560

Ｎ

,000 1,560,

及

000 1,560,0

び

00 1,560,00

Ｄ

0
成果指標 ②

予算費目

Ｏ

会計 01 一般会計 款

事

08 項 04 目 01

コス

務

ト 年度 R4年度 R5年

事

度 R5年度 R6年度 R

業

7年度 R8年度 R9年

名

度
実績値 計画値 実績値

N

計画値 目標値 目標値 目

o

標値
事業費(決算又は

.

予算額)Ａ 単位 2,1

3

75 2,175 2,1

2

75 3,022 2,8

7

59 3,343 3,3

庁

43

財
源
内
訳

 国庫支

内

出金 千円 0 0 0 0 0 0

統

0
 県支出金 千円 0 0

合

0 0 0 0 0
 地方債 千

型

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

Ｇ

の他 千円 0 0 0 0 0 0

Ｉ

0
 一般財源 千円 2,

Ｓ

175 2,175 2,

整

175 3,022 2,

備

859 3,343 3,

事

343
人件費Ｂ 千円 8

業

80 880 880 88

政

0 880 880 880

策

正職員従事時間×人数

こ

時間×人 250× 1 2

の

50× 1 250× 1 2

事

50× 1 250× 1 2

務

50× 1 250× 1
正

事

職員以外の人件費 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
その他

施

の費用Ｃ 千円 32 32

策

0 32 32 32 0
トー

の

タルコストA+B+C

位

千円 3,087 3,0

置

87 3,055 3,9

基

34 3,771 4,2

本

55 4,223
単位あ

事

たりコスト ① 千円/人

業

7.7 7.7 7.6 9

主

.8 9.4 10.6 1

管

0.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

課

ﾄ/(2)の対象指標

名

）② 千円/ 0 0 0 0 0

課

0 0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に伴い、目的を見直す

業

（目
その理由

的の追加

名

・拡充又は絞込）

必要

N

はありませんか？ ■ な

o

い

有
効
性

利用しやすい

.

システムに更新する。

3

今以上に事業の成果を

2

向上
 

させる方法を記

7

入して下さ

い。 内　容

庁

※(3)の成果指標を

内

向上させる

　ことはで

統

きますか？

各課が有す

合

る地図情報を全庁的に

型

共有し、活用している

Ｇ

。
目的達成状況 内　容

Ｉ

□民間への一部委託 □

Ｓ

民間への全部委託
市関

整

与の必要性 □指定管理

備

□補助金・負担金助成

事

■市の直営
内　容

　（

業

実施手法） 業務効率化

２

の庁内向けシステムで

評

ある。

効
率
性

類似の業

価

務がないため統合でき

　

ない。
事務事業の統廃

Ｃ

合により、
業務効率化

Ｈ

のため実施している事

Ｅ

業であるため廃止でき

Ｃ

ない。
事業の効率化を

Ｋ

図り、成果
内　容

を向

目

上させる方法を記入し

的

て下さい。

現状で適正

妥

である。
現状より事業

当

費・人件費を

削減する

性

方法を記入して下

さい

こ

。（仕様の変更、外部

の

内　容
委託、従事時間

事

の削減等は

できないか

業

？)

公
平
性

直接的な受

の

益者はいないため。
□

必

ある □ 現状で適正
受益

要

者負担はありますか？

性

また、受益者負担割合

は

は適 □ ない □ 検討が必

薄

要 内　容
正ですか？

■

れ

受益者がいない

３
改
革

て

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

得

特に無し 特に無し。
事

ら

業実施上の課題、住
民

れ

・議会等からの意見 意

て

　見 対応策
と対応策

機

い

器の更新と航空写真、

る

地番図、住 航空写真、

い

地番図、住宅地図など

ま

の
R6年度の事業計画

せ

は前 変　更
宅地図など

ん

の地図情報の更新を実

か

施 地図情報の更新を実

。

施する。
年度から変更

十

・追加は 前年度 ・
した

分

。
あるか 追　加

今後の

な

事業・コスト・成果の

成

方向性 今後の事業の方

果

向性、改革・改善案
※

が

今年度からの具体的な

理

事業の進め方、手段の

　

見直し等、各方向性の

由

内容

　　　　　　　　

得

　□　拡大 統合型ＧＩ

ら

Ｓの活用により、質の

れ

高い行政サービスの
　

て

　　　　　　　　□　

い

改善 実現、業務の効率

ま

化・高度化、新たな地

す

図利用業務へ
　　　　

か

　　　　　■　現状維

？

持 の展開や共有データ

得

の広域的活用を実現さ

ら

せる。
　　　　　　　

れ

　　□　縮小 また、公

て

開型ＧＩＳの活用によ

い

り、蓄積・管理された

な

　　　　　　　　　□

い

　統合 情報を地図上に

事

展開して住民に公開す

業

ることで、行政
　　　

進

　　　　　　□　完了

展

と住民との双方向のコ

等

ミュニケーションを実

に

現する。
　　　　　　

よ

　　　□　廃止・休止

る

コストの方向性
　　　

環

　　　　　　→　維持

境

成果の方向性
　　　　

変

　　　　　→　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 327 庁内統合型ＧＩＳ整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

各課が有する地図情報を全庁的に共有し、活用している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民向けに地図情報データを公開する。
事業進展等による環境変化

■ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
□ な

-

い
んか？

地理情報を効

2

率的に活用する必要が

事

あるため。
事業進展等

務

による環境変化 □ ある



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 5539 ＩＣＴ推進事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 デジタル化推進室 課長名 田中　裕
この事務事業の開始時期 令和３(2021)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

様々なICT技術を活用し情報を効率的に処理し、庁内 令和2（2020）年12月に国で策定された「自治体DX推
全体の事務負担を軽減する。 進計画」では、行政のデジタル化が重点取り組み事項
 として掲げられている。
ＳＤＧｓの取組：9.16.17 その内容は、「自治体においては、まずは、自らが担

う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活
用して、住民の利便性を向上させるとともに、デジタ
ル技術やAI等の活用により業務効率化を図り、人的資
源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことが求
められる。」とされている。
本市デジタル化

令

推進構想により事務を

和

進めている。
・DX人

 

材育成のためeラーニ

6

ング、ワークショップ

年

を実施した。
R5年度

度

に実施した具体的な ・

（

「地理情報利活用」「

5

電子申請」「電子決裁

年

」「教育委員会システ

度

ム」研究会を
事業の方

実

法、手順、指標に対す

施

開催した。
る成果等 ・

分

一部職員に持ち運びパ

）

ソコンを配布した。
・

事

住民記録・印鑑登録シ

務

ステム業者をプロポー

事

ザルで決定した。

事務

業

事業を取り巻く状況は

目

過去と比べ変化してい

的

るか (1)活動指標（

評

事務事業の活動量を表

価

す指標）

令和３（20

表

21）年度からの事業

様

であり、現在事業途中

式

のた 名称 単位
め現状の

1

まま継続して実施 ① 導

-

入ツール数 件
変 化

②

1

内 容

対象(この事業

記

の対象、範囲となる人

入

、物) (2)対象指標

日

（対象の大きさを表す

令

指標）

職員 名称 単位
①

和

職員数 人
②

目的(この

0

事業によって上記対象

6

をどのような状態にし

年

たいのか) (3)成果

0

指標（目的の達成度を

5

示す指標）

職場環境の

月

改善、効率化 名称 単位

2

① 時間外勤務時間数 時

1

間
②

結果(上位基本事

日

業の意図) (4)結果

１

の成果指標（上位基本

事

事業の成果指標）

所属

務

別の時間外勤務を削減

事

する 名称 単位
① 所属別

業

時間外勤務の対前年比

の

増加数 件
②

事務事業の

現

各種指標の実績と見込

状

及び目標

R4年度 R5

　

年度 R5年度 R6年度

Ｐ

R7年度 R8年度 R9

Ｌ

年度
指標 ＼ 年度 単

Ａ

位
実績値 計画値 実績値

Ｎ

計画値 目標値 目標値 目

及

標値
(1)の ① 件 10

び

12 12 15 15 15

Ｄ

15
活動指標 ②
(2)

Ｏ

の ① 人 458 458 4

事

58 458 458 45

務

8 458
対象指標 ②
(

事

3)の ① 時間 87,2

業

55 85,000 82

名

,397 80,000

N

77,000 75,0

o

00 73,000
成果

.

指標 ②
(4)の結果の

5

① 件 29 26 17 20

5

18 16 14
成果指標

3

②
予算費目 会計 01 

9

一般会計 款 02 項 01

Ｉ

目 11

コスト 年度 R4

Ｃ

年度 R5年度 R5年度

Ｔ

R6年度 R7年度 R8

推

年度 R9年度
実績値 計

進

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
事業費

業

(決算又は予算額)Ａ

政

単位 0 46,145 4

策

8,199 345,3

こ

50 376,124 5

の

5,663 32,28

事

3

財
源
内
訳

 国庫支出

務

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 県支出金 千円 0 0 1

業

,000 0 0 0 0
 地

施

方債 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 その他 千円 0 13

の

,200 17,941

位

45,000 206,

置

259 0 0
 一般財源

基

千円 0 32,945 2

本

9,258 300,3

事

50 169,865 5

業

5,663 32,28

主

3
人件費Ｂ 千円 9,6

管

80 9,680 10,

課

630.4 21,12

名

0 21,120 21,

課

120 21,120
正

長

職員従事時間×人数 時

名

間×人 1,375× 2

こ

1,375× 2 755

の

× 4 1,200× 5 1

事

,200× 5 1,20

務

0× 5 1,200× 5

事

正職員以外の人件費 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
その

の

他の費用Ｃ 千円 606

開

600 889 889 8

始

89 889 889
トー

時

タルコストA+B+C

期

千円 10,286 56

事

,425 59,718

務

.4 367,359 3

区

98,133 77,6

分

72 54,292
単位

法

あたりコスト ① 千円/

定

人 22.5 123.2

受

130.4 802.1

託

869.3 169.6

事

118.5
（ﾄｰﾀﾙ

務

ｺｽﾄ/(2)の対象

自

指標）② 千円/ 0 0 0

治

0 0 0 0

1

事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

小）必要はありませ
■

業

ない
んか？

行政内部の

名

デジタル化を重点的に

N

進めるため目的を見直

o

すことはない
事業進展

.

等による環境変化 □ あ

5

る
。

に伴い、目的を見

5

直す（目
その理由

的の

3

追加・拡充又は絞込）

9

必要はありませんか？

Ｉ

■ ない

有
効
性

単なるデ

Ｃ

ジタル化ツールの導入

Ｔ

ではなく、職員のデジ

推

タル化に対する知識や

進

技
今以上に事業の成果

事

を向上
術を向上し、デ

業

ジタル化ツールを使い

２

こなせるようにする。

評

させる方法を記入して

価

下さ

い。 内　容
※(3

　

)の成果指標を向上さ

Ｃ

せる

　ことはできます

Ｈ

か？

令和７（2025

Ｅ

）年度までに行政内部

Ｃ

のデジタル化を完了さ

Ｋ

せる予定で、計画ど
目

目

的達成状況 内　容 おり

的

達成できている。

□民

妥

間への一部委託 □民間

当

への全部委託
市関与の

性

必要性 □指定管理 □補

こ

助金・負担金助成 ■市

の

の直営
内　容

　（実施

事

手法） 行政内部のデジ

業

タル化にあたり、内部

の

事務は市が一番理解し

必

ているため。

効
率
性

事

要

業内容を鑑みると、統

性

廃合による事業の効率

は

化又は成果の向上は難

薄

しい。
事務事業の統廃

れ

合により、

事業の効率

て

化を図り、成果
内　容

得

を向上させる方法を記

ら

入し

て下さい。

新たな

れ

デジタルツールの導入

て

により事業費や運用管

い

理に係る人件費は増加

る

する
現状より事業費・

い

人件費を
が、市全体で

ま

見ると時間外勤務時間

せ

は削減できる。
削減す

ん

る方法を記入して下

さ

か

い。（仕様の変更、外

。

部 内　容
委託、従事時

十

間の削減等は

できない

分

か？)

公
平
性

直接的な

な

受益者はいない。
□ あ

成

る □ 現状で適正
受益者

果

負担はありますか？

ま

が

た、受益者負担割合は

理

適 □ ない □ 検討が必要

　

内　容
正ですか？

■ 受

由

益者がいない

３
改
革
改

得

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

現

ら

在導入しているペーパ

れ

レス会議、 令和５（2

て

023）年度から各課

い

選定の
事業実施上の課

ま

題、住 AI-OCR、

す

RPAは活用している

か

課が少 デジタル推進員

？

に対して集中的にデ
民

得

・議会等からの意見 意

ら

　見 ない状態である。

れ

対応策 ジタルツールの

て

研修を実施している
と

い

対応策 が、今後も継続

な

して実施し裾野を広
げ

い

ていく。
・住宅地図f

事

orWebを導入 ・フ

業

ロントヤード改革モデ

進

ル事業を
R6年度の事

展

業計画は前 変　更
・k

等

intoneを導入 実

に

施
年度から変更・追加

よ

は 前年度 ・
・kint

る

one、RPA活用支

環

援業務委託 ・基幹系仮

境

想基盤の再構築検討を

変

実
あるか 追　加

・文書

化

管理支援業務委託 施

今

あ

後の事業・コスト・成

る

果の方向性 今後の事業

に

の方向性、改革・改善

伴

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

、

段の見直し等、各方向

対

性の内容

　　　　　　

象

　　　■　拡大 令和４

を

（2022）年度に策

見

定した、行政手続オン

直

ライン
　　　　　　　

す

　　□　改善 方針によ

（

り電子申請を、デジタ

拡

ル人材育成計画により

そ

　　　　　　　　　□

の

　現状維持 人材育成を

理

進める。デジタルツー

由

ルの活用は、各課に
　

大

　　　　　　　　□　

・

縮小 デジタル専門員を

縮

配置し、集中的に育成

小

し、より専門
　　　　

）

　　　　　□　統合 的

必

な知識が必要となるk

要

intone、RPA

は

は専門業者と伴走
　　

あ

　　　　　　　□　完

り

了 型支援することで各

ま

課の積極的な活用を推

せ

進する。
　　　　　　

な

　　　□　廃止・休止

い

コストの方向性
　　　

ん

　　　　　　→　維持

か

成果の方向性
　　　　

？

　　　　　↑　増加

2

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 5539 ＩＣＴ推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

令和３（2021）年度からの事業であり、構想の策定を行い、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

構想に位置付けた各種施策の研究会を立ち上げ、今後の事業
いませんか。十分な成果が 理　由

実施の準備を行うことができた。
得られていますか？ □ 得られ

様

ていない

行政内部のデ

式

ジタル化を重点的に進

1

めるため対象を見直す

-

ことはない
事業進展等

2

による環境変化
□ ある

事

。
に伴い、対象を見直

務

す（拡
その理由

大・縮


